
知的資産経営報告書
2010

共栄電業株式会社



2

　１．　経営者からみなさまへ

　２．　経営哲学

　３．　事業概要

　４．　沿革

　５．　これまでの事業展開

　　　　　課題１　公共工事依存からの脱却

　　　　　課題２　繁閑差の縮小

　

　６．　当社を支える知的資産

　　　　　「対応力の樹」

　　　　　「人的資産【ヒューマンパワー】」

　　　　　「関係資産【ネットワーク】」

　　　　　「組織資産【システム】」

　　　　　「ノウハウによる対応力」

　７．　これからの事業展開

　　　（１）　今後の経営方針・ビジョン

　　　（２）　今後の取り組み

　　　（３）　ＫＧＩとＫＰＩ

　　　（４）　知的資産の連鎖図

　８．　会社概要

　９．　問い合わせ先

１０．　知的資産経営報告書とは

目　　　次

・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 　３

・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 　３

・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 　４

・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 　５

・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 　６

・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 　７

・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 　８

・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 　９

・・・・・・・・・・・・・・・・・ １０

・・・・・・・・・・・・・・・・・ １１

・・・・・・・・・・・・・・・・・ １２

・・・・・・・・・・・・・・・・・ １３

・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １４

・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １５

・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １５

・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １６

・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １７

・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １８

・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １８

・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １８



3

2010年3月

共栄電業株式会社　　　　　　　　　

　この度、設立60周年を期に当社がこれまで培ってきた成長・発

展の原動力を明確にし、その特徴を活かし持続的成長を目指す

べく『知的資産経営報告書 ２０１０』を作成いたしました。

　この報告書により当社今後の経営において企業価値の源泉で

ある知的資産を的確にとらえ強化し、かつ効果的に組み合わせ

ていく戦略を解りやすく開示することができ、そのことで当社今後

のビジョンをステークホルダー各位にご理解いただけるものと祈

念いたします。

　この知的資産経営報告書は、2007年3月に経済産業省から公表された「中小企業のための知的

資産経営マニュアル」に従って、当社の見えざる経営資源、そして強みを活かした今後の事業展

開、成長可能性を表現しています。

なにとぞ本報告書をご覧いただきまして、弊社の思いをご理解頂けましたら幸いです。　

　今後ともよろしくお願い申し上げます。

代表取締役社長　　　　　　　　　　　　　　　
　　

経営理念

２１世紀の『豊かで安全な社会』を建設する大きな担い手となるべく

常に前進の姿勢を保ち

業界のトップを目指すべく革新を怠らず

共栄電業の特徴を充分発揮でき得る企業体質を

存続させることにより社会と調和した企業発展を続けよう

行動指針

　１．会社が発展することによって自己の生
　　　活を充実させていこうとする思考。

　２．自己の業務上の行動を決定するにあ
　　　たり、会社が何を望んでいるかを理
　　　解し、積極的に行動できる姿勢。

　３．企業活動はチームプレイであり、チー
　　　ムワークが非常に大切である認識。

　４．会社内の問題点を解決していき、より
　　　ハイレベルな企業を共に築いていこ
　　　うとする意欲。

１．経営者からみなさまへ

２．経営哲学
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３．事業概要

共栄電業株式会社は、大阪府を中心に奈良県・和歌山県・兵庫県南東部にて交通信号機を始め

とする交通管制システム・道路照明設備、携帯電話基地局のサーベイ・設計・施工を行う、電気工事・電気通信工事

業者です。創業６０年を経過し、交通信号機施工業者としては関西有数の古参となります。

「交通信号機」工事とは
　当社の創業以来の基幹業務であり、各府県の警察本部さまからの受注をメインに、道路工事や建設工事に付随し

ての民間企業さまからの受注もあります。設置・撤去・改良・移設工事の他、信号機の球替などの保守業務等、交通

信号機に関わる全般について受注しています。

　交通信号機は、原則として停電させることができない工事であり、その施工方法に独自のスキルが必要となります。

また業種上、施主が官公庁であることが多く、冬から春にかけての工事量が膨大な一方、夏場の工事量が少なく非

常に繁閑の差が大きな受注体系であることが特徴です。

各警察本部

官公庁

民間企業等

発注
道路工事等

発注
建設工事等

発注

ゼネコン

建設会社

発注
信号工事

発注
信号工事

昭和30年代：大阪市北区中津付近

交通信号機 道路照明灯 携帯基地局



「道路照明灯」工事とは
　交通信号機に次ぐ当社の基幹業務であり、大阪市を始めとする各市町村・府県庁・国交省さまからの受注をメイン

に、道路工事や建設工事に付随しての民間企業さまからの受注もあります。当社では公共照明設備に特化し、設置・

撤去・改良・移設工事の他、照明灯の球替などの保守業務も行っています。

「携帯電話基地局」工事とは
　2006年より参入した当社にとっての新規分野です。設置場所を探すサーベイ・設計・施工を一括して請け負っていま

す。

「当面の事業課題」　

　当社の業務は、上記の繁閑差の比較的大きい「公共工事」、公共工事を受注したゼネコンさま等からの受注となる

「民需信号工事」、繁閑差の解消を目的とした「民需新分野」の３つの受注を基幹としています。繁閑の差を解消し、労

働生産性の改善を行うことが当社の課題です。

　60年のノウハウを生かし、既存事業の拡充はもちろんのこと、蓄積したノウハウを活用できる新事業へ「豊かで安全

な社会の建設」をスローガンに全社一丸となり挑戦しています。
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３．事業概要

官公庁

官公庁

民間企業等

発注
道路工事等

発注
建設工事等

発注

ゼネコン

建設会社

発注
照明工事

発注
照明工事

各キャリア 発注 大手通信業者 発注
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４．沿革

1969(S24)年

1993(H 5)年

1964(H 6)年

1997(H 9)年

2001(H13)年

2002(H14)年

2003(H15)年

2004(H16)年

2005(H17)年

2006(H18)年

2007(H19)年

2008(H20)年

2009(H21)年

共栄電業株式会社設立

大阪府堺市に自社ビル建設、堺支店開設

パソコンによる社内ネットワークシステムを構築

資本金７０００万円に増資

ＩＳＯ９００２：94年版　取得

大阪府知事許可から国土交通大臣許可へ許可変更

奈良県に奈良支店を開設

神戸市に神戸営業所を開設

ＩＳＯ９００１：2000年版　取得

土木工事業の建設業許可を取得

大阪府堺市に資材管理センター（KSC）を建設・運営開始

入出庫・在庫の管理をネットワーク上で一元管理する

和歌山市吉原に事務所兼倉庫を建設し、和歌山営業所を移転

携帯基地局設置工事を開始

上記事業が『中小企業の新たな事業活動促進法による認定（大

阪府指令経支第777-112号）』を受ける

大阪府：『仕事と家庭の両立支援企業』としての認定を受ける

（日刊工業新聞に掲載）

大阪府下全域・奈良県下全域の産業廃棄物収集運搬業許可を

取得

当社ＨＰを全面改訂。登録業者に対して工事情報等の公開を開

始する

完成工事高１６億円を突破。過去最高売上を達成

経済産業省：『ＩＴ経営実践認定企業』の認定を受ける

経済産業省：『人を育て、人材を資本に活躍する優良企業1400社』に認定

『情報セキュリティポリシー』設定、運用開始

ＩＳＯ９００１を2008年版に移行
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５．これまでの事業展開

　　（独占禁止法強化）　　　　　　　　　（　　　小 泉 構 造 改 革　　　　） 　（電子入札本格化）外部環境

経営合理化創成期　　　　　 　 他県進出期　　　　　　公共事業100％からの脱却期

売上高　　　　 営業利益率

大阪市阿倍野区播磨町交差点付近 (1964年)

選択と集中⇒交通安全施設に特化

労働生産性の改革⇒シェア拡大＆年度内繁閑差異 縮小

期間 １９４９年～１９９４年 １９９５年～２０００年 ２００１年～２００３年 ２００４年～２００９年

名称 （社会資本整備と右肩上がり成長期）期 （経営合理化創成）期 （他府県進出）期 （公共事業100％からの脱却）期

提供していた商品・サー
ビス

・電気鉄道の架線工事

・通信線路工事
・電力線路工事
・交通信号工事

・交通信号機工事

・道路照明設備工事
・道路情報板工事

・交通信号機工事

・道路照明設備工事
・道路情報板工事

・交通信号機工事

・道路照明設備工事
・道路情報板工事
・ＥＴＣ工事

・情報通信関連、設計施工

商品・サービスの特徴
（提供していた顧客価値）

・社会資本整備が急ピッチで進めら
れる環境において、高い専門知識、
技術力で顧客ニ－ズに対応

・品質管理、安全管理、書類管理に
おける達成度において優良に顧客ニ
－ズ対応

・同左に設計提案サ－ビスを強化 ・現場調査から設計、施工、維持管
理までの一気通貫的業務

取り組み、投資など ・増資
・専門技術者の教育育成
・特殊車両や設備工具の開発

・事業を交通安全施設に集中

・増資
・新卒採用
・自社所有事業所取得

・業務ＩＴ化、ネットワ－ク構築

・他府県事業所開設、事業進出
・自社所有資材管理センタ－開設
・ＩＳＯ 9000取得

・新卒採用
・民需への経営革新計画大阪府承
認

・電子入札デ-タ活用Ｅｚｂｉｓ構築（経
産省 ＩＴ経営実践企業認定）

その他（特記事項、エピ
ソードなど）

・労働大臣（当時）から職務分析調査
協力で表彰状授与

・大阪府警本部長から御堂筋他一方
通行移行で表彰状授与

・業務ペ－パ－レス化
・グル－プウェア導入

・公共事業縮小（小泉改革）
・競合激化

・公共事業電子入札本格化
・公共工事依存度75％まで減少

　　ｲﾝﾌﾟｯﾄ情報量拡大⇒情報
処理ｽﾋﾟ-ﾄﾞｱｯﾌﾟ⇒有益情報共
有による業務量と質を改善

トレンドをとらえ、先を見据
えた改革⇒業界最先端を
　　走る喜びの共有

　 当社業務に合致したＩＳＯ
トレンドを⇒実業務でＩＳＯ要
求事項OKを！

事業リスクの軽減、And繁閑
差異縮小による労働生産性
改善

創業の趣意

戦後まもない1949年、
『人の利便と安全に貢献できる
仕事』を目指し設立。

変革を求められる
建設業界

近年の業績推移
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　近年の発注形態の変更・公共工事の縮小に伴い、公共工事依存の体質からの脱却は、我々にとって至上命題でした。

また、公共工事は繁閑の差が大きく、単純に売り上げを増加させようとすると売り上げに対して過剰ともいえる人的資

産が繁忙期には必要となりました。しかし閑散期に入ると、その人的資産は余剰となり経営を圧迫します。完成工事高

の増加と繁閑差の減少を両立するために、当社の強みを生かせる民間発注の工事（民需工事）に活路を見出しました。

当社では民需工事を２つに大別しています。１つは、本来の持ち主（信号であれば、各警察本部さま）以外の人・企業が、

道路工事や建築工事等の理由により発生する工事（原因者工事と呼びます）。もう１つは、当社の既存業務である交通

安全施設に関わらない民間発注の工事（民需新分野と呼んでいます）です。共に引合いにより受注することが多く、金

額だけでなく施工能力や対応力などの能力が非常に大きなウェウイトを占めます。

　当社では、『対応力』を重視し、創業60年で培ったヒューマンパワー・ネットワーク・システムからなるノウハウを駆使し、

顧客満足の向上に努めています。

主要工事種別割合 　民需工事増大に向けて、原因者工事の受注量拡大と

共に、民需新分野への挑戦を行いました。既存のノウ

ハウが活かせる電気通信工事として、2006年より『携

帯基地局設置工事』を開始し、またＥＴＣなどのこれま

で受注量が少量だった電気工事にも積極的に挑戦しま

した。

　民需新分野への挑戦を開始した2006年当時は、左上

図のように公共工事が完成工事高の50％以上を占め

ていました。また、全体の80％以上が信号・照明などの

交通安全施設によるものでした。

　新事業を開始してから3年が経過した2009年には、左

下図のように、公共工事の割合が完成工事高の40％

程度となり、公共工事依存の状態からの脱却を進める

ことができました。これは、既存工事の売上高を減少さ

せること無く達成しています。

課題１　公共工事依存からの脱却

2009年
（3ヵ年後）

公共工事

民需新分野

民需工事

2006年
（課題取組当初）
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　民需新分野を伸ばしたことは、繁閑差の縮小にも効果

がありました。左上図のように、公共工事比率の高かっ

た2006年当時は、完成工事高の相当部分を4月に稼い

でいました。これは、施主である官公庁が年度末となる3

月に工期末となる物件が多いためです。特に8月におい

ては、ほぼ完成工事高がゼロであることがわかります。

　ところが、公共工事依存からの脱却を目指し、民需工

事への意識が高まった2009年では、夏場などの閑散期

での完成工事高を増大させることに成功しました。この

ことにより、年間を通して完成工事高を確保することにも

成功しています。

　また、民需、従来業務においても数多く工事に対応す

るプロセスにおいての改善必要箇所を発見することがで

きました。さらには、繁閑差が縮小したために余剰資源

を減らすことができ、左下図のように営業利益率にもお

いて向上することができました。

　今後は、公共工事においての効率化も進め、民需工

事拡大と共に高利益化を目指していきます。

課題２　繁閑差の縮小

【公共工事100％からの脱皮活動による効果】

1. 売り上げ増加と、営業利益率向上を達成。

2. 民需取り組みへのプロセスにおいて、従来

　 業務においても数多くの改善必要箇所を

　 発見できた。

3. 当社全体が経営理念を将来に向けて貫く

　 一体感感が全組織内で強まった。　　　　　　　

●完成工事高　月推移

忙しいときはアホほど
忙しいし、暇なときも
アホほど…！

閑散期の受注が
拡大した

【公共工事100％からの脱皮が経営課題】

1. 中期経営計画の明確化。

2. 係長からの参加による経営戦略会議にて

　年度目標＆アクションを設定、進捗管理。

3. 民需取り組みにより繁閑格差を改善し、
　 労働生産性向上を実現させる。　　　　　　　

2006年（課題取組当初）

2009年（3ヵ年後）

●工事完成高平準化活動結

繁閑格差が縮小

完成工事高
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６．当社を支える知的資産

共栄電業　対応力の樹
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ベクトルを合わせて
集中したヒューマンパワー

【企業理念】　

『２１世紀の｢豊かで安全な社会｣を建設する大きな担い手となる

べく、常に前進の姿勢を保ち業界のトップを目指すべく革新を怠

らず、共栄電業の特徴を十分発揮出でき得る企業体質を存続さ

せることにより社会と調和した企業発展を続けよう。』

【中期計画】

①業績影響要因とわが社の課題

②長期ビジョン設定表

③中期経営方針の考え方

④中期戦略経営計画体系

⑤事業戦略

【年度戦略マップ＆アクションプラン】

昨年度アクションプラン進捗検証

⇒ＳＷＯＴ分析

⇒年度戦略マップ

⇒部門別アクションプラン

⇒ＫＰＩ設定

【年度目標＆進捗管理】

①部門目標：アクションプランにひもづける（短期３、長期２）

⇒毎月進捗報告と経営層コメントでＰＤＣＡ

②個人目標：部門目標にひもづける（業務遂行5、専門能

力向上1）

⇒半期ごと進捗報告と上長面談でＰＤＣＡ

①個人目標評価半期ごと
　（部門長　は部下、他部門から３６０°評価）

②コンピテンシー評価⇒あるべき姿へ

本人にフィードバック
結果を全社公開

給与、賞与に反映

年度戦略会議開催

２Ｗａｙ評価実施

人的資産　【ヒューマンパワー】

透明性ある評価

企業理念

中期計画

年度戦略マップ
＆アクションプラン

年度個人目標
＆進捗管理

全員参加で

中期戦略、

年度目標を

設定し

メンテナンス

活動を

確実に実行
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６０年間で築き上げた
強力な信頼とネットワーク

地　域
社　会

仕入先
メーカー様

設計コンサル
業者様

協力
業者様

顧　客

継続的競争力ある
ネットワークを駆使

品質・安全・コ
スト管理共有

でコラボ

創意工夫でレ
ベルアップ

協働で
課題遂行

共　　存　　共　　栄顧　　客　　満　　足

安心と満足

安全快適な
生活

共栄電業株式会社
『社会から存続を
求められる企業』

関係資産　【ネットワーク】

今後は、更なる切磋琢磨からの

Ｗｉｎ-Ｗｉｎ関係を強化

過去実績は大切な関係資産
として蓄積されている
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　・　Ｔｏ　Ｂｅへの移行

　・　より良いﾀｲﾐﾝｸﾞ
　ﾌﾟﾛｾｽ再構築

　・　人員配置の最適化

　・　評価制度の向上

　・　社会人教育

　適材適所で

　ﾓﾁﾍﾞｰｼｮﾝＵＰ

人
材
と
変
革

　・　原価管理

　・　直営班

　・　協力業者強化

　・　全作業班評価

　・　安全管理

　施工能力強化
業
務
プ
ロ
セ
ス

　・　掘下げ活動

　・　積算力ＵＰで営業力強化

　・　ＮＷ顧客対応

　既存事業拡大と

　新規展開

顧
客

（記
述
省
略
）

　・　年度収益の最大化

　・　部門収益管理

　・　市場再検証

　企業価値の向上
財
務

ｱｸｼｮﾝ
ﾌﾟﾗﾝ
＆
KPI

Ｋｅｙ　ＷardＣＦＳ視
点

ＢＳＣ戦略マップ＆アクションプラン( 概略 )

教育管理

評価管理

工程管理

安全管理

品質管理

与信管理

顧客管理

ｷｬｯｼｭﾌﾛｰ

管理

財務管理

管理項目

Ｄｏ

Ｐｌａｎ Check

Action

組織資産　【システム】

顧客にタイムリーでスピディな満足を提供

顧客

地域社会

行政

仕入先
メーカー

協力業者

設計
コンサル

金融機関

Ｐ Ｄ Ｃ Ａ

共栄電業
業務システム

全体最適化 ⇒
　　　ＩＴ 再構築 ⇒
　　更なる顧客満足と利益の最大化

全体最適へ！
一元管理された業務システム
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弊社　営業部

ノウハウによる対応力

信号機が邪魔やねんけど、どうにかならへん？

工期も、あんま無いねんけど・・・

まかせて下さい！

警察さんとの折衝も設計も施工も弊社で一括で請け負います。

専任担当が、お客様のニーズにお答えします。

　施工の対応能力が他社とは違った。本現場

は突貫工事がかなり多かったが、常に我社の

施工に支障の無いような形で信号工事が終わ

れたことが非常に助かった。計画段階では、

他社との概算見積での競争もあったが、ファー

ストネットでは共栄電業の方が高かったが、施

工対応力で共栄電業を選んだ。

　　　　　　　　　　　K社　T氏

　かなりの突貫工事の現場だったが、よく工事

を間に合わせてくれた。施工対応力が高く、ま

た、信号、照明、標識、その他電気設備（情報

板等）が混在する現場で、まとめて施工できる

ことが非常に助かった。設計協力もずいぶん

助かり、かなり無理な依頼にもちゃんと答えて

いただけたのが非常に助かった。

　　　　　　　　　　　T社　　S氏

交通安全施設全般に通じる知識と

ネットワーク、それに基づく施工

能力で、『早く・確実にお客

様を目的地にまでお運びします！』

お客さまとのやり取り

実際に頂いたお客さまの声

お客様
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（１）　今後の経営方針･ビジョン

７．これからの事業展開

（２）　今後の取り組み

◎企業としてその存在継続を

　社会からより強く求められる企業となる。

◎現事業ドメインでの利益最大化を進めるとと

もに、繁閑格差改善により継続的収益力の高

い企業となる。

現在推進している当社の強みが発揮

できる民間需要において確固たる

当社ブランドを構築する

　

業務プロセスに全体最適化を強く推し

進め、ＩＴによる仕組み再構築により顧客満足向

上と業務効率化を達成させ、競争優位性を更に

高める。

社会から求められる企業社会から求められる企業

継続的収益力の高い企業継続的収益力の高い企業

いつもワクワクする仕事に挑戦いつもワクワクする仕事に挑戦

デジタルをアナログのハートで運用デジタルをアナログのハートで運用

1．全社ベクトル展開の全階層確実化

2．業務上での固定観念に縛られない企業風土創造

3．組織パフォーマンス最大化へ発想力、実行力

1．中期戦略に基づいた知的資産再配置

2．個別最適から全体最適へ

3．組織全体にエンパワメント
組合せ組合せ

基本基本コンセプトコンセプト

1．利益創出の根源（利益は何時、どこからでているのか）

2．業務特異性の棚卸し（業務ル－ティン化で固定費削減）

3．業務プロセスにおける知的資産の効果関係

強化強化

整理整理
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７．これからの事業展開

ＫＧＩ (key goal indicator：重要目標達成指標）

　　 ▲入社したい企業、交通安全施設業界No.1

　　 ▲営業利益６千万以上を継続維持

　KPI （key performance indicator：重要業績評価指標）

　

　　　　１．業務プロセス再構築（３年以内にＩＴシステム再構築）

　　　　２．ＩＳＯ再構築（２年以内）

　　　　１．女性管理職の登用（３年以内）

　　　　２．新卒採用（2011年度より活動再開）

　　　　３. 在宅勤務制度を早期拡大（３年以内）

　　　　１．全体最適へ業務プロセス分析（１年以内）

　　　　２．知的資産の詳細分析（１年以内）

（３）　ＫＧＩ と ＫＰＩ

整理

強化

組合せ

三ヵ年業績



強化強化

組合せ組合せ

整理整理
１．利益創出の根源

２．業務プロセス分析

３．知的資産効果分析

１．企業風土革新

２．女性の感性活用

３．新卒人材育成

関係資産 組織資産人的資産

全員参加で戦略Ｍａｐと
アクションプラン

進捗管理と360°評価

コンピテンシー評価

確実なフィードバックと
報酬反映

創意工夫共有でレベルアップ

管理強化へ
協働コラボレーション

顧客に安心と満足の付与

Webでつながった情報共有網

豊富なデーダ蓄積から
迅速な判断

どこでもいつでも仕事は出来る

《お客様ニーズへの対応力》

全社員が確固たる夢と希望をもって

６０年で築き上げた関係各組織との

信頼関係を駆使し

一元管理された業務システム運用で

《社会ニーズへの対応力》

当社ステークホルダーが安心と満足をもって

関係各組織全体の創意工夫を強化共有から

共存共栄を実現させ

全体最適された業務システム再構築で

女性管理職登用 相互利益への
コラボレーション

新卒社員の育成

知的資産の詳細分析

全体最適化へＩＴシステム再構築

在宅勤務制度拡大

現在の知的資産 獲得拡大したい知的資産

（４）　知的資産の連鎖図

ベクトルを合わせて集中した
ヒューマンパワー

強力な信頼とネットワーク 一元管理された業務システム

商品･サービス

■知的資産活用マップ

■今後のビジョン

■今後の取り組み

社会から求められる企業社会から求められる企業

継続的収益力の高い企業継続的収益力の高い企業

１．ＩＴシステム再構築

２．組織全体にエンパワーメント

３．手順書改善による、より確実なＰＤＣＡ

凡例
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